
2022年 6月 2日 

各  位 
上場会社名   東 洋 建 設 株 式 会 社 

代 表 者   代表取締役社長  武澤  恭司 

（コード番号  1890  東証プライム）

 問合せ先責任者 常務執行役員経営管理本部総務部長  佐藤 護 

Т Ｅ Ｌ      03-6361-5450  

（再訂正）2022年 3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）の一部訂正について 

2022 年 5月 12日に開示いたしました「2022 年 3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」

につきまして、同年 5月 13日に一部訂正を発表しましたが、再度訂正すべき事項が判明し

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、上記訂正に伴い「2022 年３月期 決算短信補足資料」につきましても、一部訂正

をいたしました。 

記 

１．訂正内容 

「2022 年 3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」 

【25ページ】（2）2022年３月期の個別受注高・売上高・繰越高（工種別） 

・①受注高 当期受注高の訂正

・上記訂正に伴う構成比率、対前期増減率の訂正

【27ページ】（2）2022年３月期の個別受注高・売上高・繰越高（施主別） 

・①受注高 当期受注高の訂正

・上記訂正に伴う構成比率、対前期増減率の訂正

【28ページ】（3）2023年３月期の個別建設受注高の予想 

・2023 年３月期予想対前期増減率の訂正

・2022 年３月期実績金額及び対前期増減率の訂正

「2022 年 3月期 決算短信補足資料」 

【2 ページ】2.主要な経営指標の推移（個別） 

・2022/3期受注高実績の訂正

【4ページ】4.2022年 3月期 受注・完成高の状況（個別） 

・受注高のグラフの訂正

【5ページ】5.2023年 3月期業績予想 受注実績・見込み（個別） 

・受注高 2022/3実績の訂正

２．訂正箇所 

今回の訂正箇所には下線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶこと

から訂正箇所については、訂正後の全文を添付しております。 

以  上 
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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 152,524 △11.8 9,616 △32.6 9,139 △35.2 5,863 △36.1
2021年3月期 172,976 △1.0 14,259 53.8 14,103 53.8 9,176 59.1

（注）包括利益 2022年3月期 6,376百万円（△36.2％） 2021年3月期 9,991百万円（77.3％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2022年3月期 62.40 － 8.9 6.4 6.3

2021年3月期 97.65 － 15.3 9.9 8.2

（参考）持分法投資損益 2022年3月期 －百万円 2021年3月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年3月期 135,582 69,899 50.2 724.81
2021年3月期 148,953 65,875 43.1 684.14

（参考）自己資本 2022年3月期 68,119百万円 2021年3月期 64,268百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2022年3月期 22,287 △1,109 △7,462 30,485
2021年3月期 △6,548 △961 △2,095 16,670

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年3月期 － － － 25.00 25.00 2,358 25.6 3.9

2022年3月期（予想） － － － 0.00 0.00 0 0.0 0.0

2023年3月期（予想） － － － － － －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 182,000 19.3 9,700 0.9 9,650 5.6 6,500 10.9 69.17

１．2022年3月期の連結業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2022年３月22日付プレスリリース「2022年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」において公表しまし
たとおり、期末配当を行わないことといたしました。また、同日付プレスリリース「インフロニア・ホールディン
グス株式会社による当社株式に対する公開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」において公表
しましたとおり、インフロニア・ホールディングス株式会社（以下「公開買付者」といいます。）による当社株式
に対する公開買付け及びその後の一連の取引により、当社は公開買付者の完全子会社となり、当社株式が上場廃止
となる予定であることから2023年３月期の配当予想は記載しておりません。

３．2023年3月期の連結業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期 94,371,183株 2021年3月期 94,371,183株

②  期末自己株式数 2022年3月期 389,609株 2021年3月期 429,978株
③  期中平均株式数 2022年3月期 93,974,189株 2021年3月期 93,967,647株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2022年3月期 136,570 △11.8 8,463 △34.8 8,226 △35.9 5,423 △36.1
2021年3月期 154,798 △1.2 12,983 57.2 12,832 51.0 8,487 49.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2022年3月期 57.72 －
2021年3月期 90.32 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年3月期 123,115 63,505 51.6 675.72
2021年3月期 138,202 60,377 43.7 642.72

（参考）自己資本 2022年3月期 63,505百万円 2021年3月期 60,377百万円

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 162,500 19.0 8,500 0.4 8,500 3.3 6,000 10.6 63.85

※  注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無
新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

なお、当社の連結子会社である東建サービス株式会社、とうけん不動産株式会社及び東建テクノ株式会社は、東

建サービス株式会社を存続会社として2022年4月1日付で合併いたしました。

本合併により存続会社である東建サービス株式会社は、テクオス株式会社に商号変更いたしました。

また、当社連結子会社間の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2022年3月期の個別業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

（２）個別財政状態

２．2023年3月期の個別業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）

※  決算短信は公認会計士または監査法人の監査の対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予測の前提となる条件及び業績予測のご利用にあたっての注
意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（１）②今後の見通し」をご覧ください。
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2021年3月期

（百万円）

2022年3月期

（百万円）

対前期増減率

（％）

売上高 172,976 152,524 △11.8

国内土木事業 108,553 89,058 △18.0

国内建築事業 48,519 43,586 △10.2

海外建設事業 15,100 18,981 25.7

不動産・その他 802 898 11.9

営業利益 14,259 9,616 △32.6

国内土木事業 11,548 6,037 △47.7

国内建築事業 2,926 1,599 △45.3

海外建設事業 △512 1,665 －

不動産・その他 298 313 5.2

経常利益 14,103 9,139 △35.2

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,176 5,863 △36.1

１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

① 当期の経営成績

　当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による社会経済活動の制約が徐々に緩和される

中で持ち直しの動きが見られました。一方で、ロシア・ウクライナ情勢等による不透明感がみられる中で、半導体な

どの供給不足や原材料価格の高騰等による下振れリスクも顕在化しました。

　建設産業におきましては、公共投資は防災・減災、国土強靭化施策により底堅く推移しており、民間投資において

も物流や製造業を中心に持ち直しの動きが見られ、概ね堅調に推移いたしました。一方で、原油・資材価格や労務費

などのコスト増加による業績への影響が懸念されております。

　このような中、当社グループは、中期経営計画“Being a resilient company”の２年目となる当連結会計年度をレ

ジリエント企業への変貌を加速させる年と位置付けました。カーボンニュートラルへの対応などの環境変化を認識

し、洋上風力発電施設の建設事業といった将来に向けての新たな成長戦略を推進し、基幹３事業である国内土木、国

内建築、海外建設各事業における重点施策を力強く実行するとともに、グループ力を最大限に発揮し、計画の目標達

成に向けて取り組んでまいりました。

　当連結会計年度の売上高は、前期比11.8％減の1,525億24百万円となり、営業利益は、前期比32.6％減の96億16百

万円、経常利益は、前期比35.2％減の91億39百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比36.1％減の58億63

百万円となりました。

（注）第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を

適用しております。詳細は、「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（セグメ

ント情報）」に記載のとおりです。

〔国内土木事業〕

　国内土木事業におきましては、当社の基盤である海上工事の安定的シェア確保及び成長ドライバーである洋上風力

関連事業の強化に向けた取り組みのほか、民間及び陸上工事の受注拡大に努めてまいりました。当連結会計年度の売

上高及びセグメント利益は、当期受注工事の減少に加え、前期と比較して大型の設計変更を獲得した工事が少なかっ

たことなどにより前期から減収減益となりました。

〔国内建築事業〕

　国内建築事業におきましては、営業利益を安定的に確保するため、組織営業力の強化や強いコスト競争力・調達力

による収益力の向上及びBIM（Building Information Modeling）活用による生産性の向上に努めたほか、収益構造変

革に向けた対策にも積極的に取り組んでまいりました。当連結会計年度の売上高及びセグメント利益は、前期からの

繰越工事を含め受注から着工までに時間を要する設計施工案件が多く、主に来期以降に順次着工することなどから、

前期から減収減益となりました。
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レジリエント企業(*)に変貌するために、基軸(原点)を持ち、

人を育て、問題に向き合い、付加価値生産性を高める

〔海外建設事業〕

　海外建設事業におきましては、地域に根差した事業展開を継続し、取り組み分野の拡大、コスト競争力強化、リス

クコントロール、人財育成により、各拠点が補完しあえる安定した事業の実現に向けて基盤強化に努めてまいりまし

た。当連結会計年度の売上高は、ケニア、インドネシアの大型港湾工事やフィリピンの河川改修工事が順調に進捗し

たことにより、前期から増収となりました。セグメント利益は、各工事において設計変更が順調に獲得できたことに

より採算が大幅に改善し、プラスに転じました。

②今後の見通し

　建設産業におきましては、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」により公共建設投資は堅調に推

移すると見込まれますが、民間設備投資については昨今の世界情勢による企業収益の圧迫が懸念され、先行きに不透

明感が強まっております。

　このような状況の中、当社グループでは中期経営計画“Being a resilient company”の最終年度である2022年度

は、レジリエント企業の実現に向けた次のステップにつなげるために、基幹３事業である国内土木、国内建築、海外

建設各事業における重点施策を積み残しなく実行し、計画達成に向けて邁進してまいります。

　2023年３月期の連結業績予想は以下のとおりです。

連結売上高　　　　　　　　　　　　　　1,820億円

連結営業利益　　　　　　　　　　　　　　 97億円（3年間合計：333億円）

連結経常利益　　　　　　　　　　　　　 96.5億円

親会社株主に帰属する当期純利益　　　　　 65億円

連結営業利益率　　　　　　　　　　　　　  5.3％（3年間平均：6.6%）

連結純資産　　　　　　　　　　　　　　  740億円

連結ＲＯＥ　　　　　　　　　　　　　　　  9.2％

なお、業績予想につきましては、本資料発表日において入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の

業績は様々な要因によって予想値と異なる場合があります。

（ご参考）

□中期経営計画　　　“Being a resilient company”
　●基本方針

(*)レジリエント企業：ぶれない基軸を持ち、刻々と変化する環境にフレキシブルに対応

し、厳しい逆境にも立ち向かうことができる持続可能な企業

　●基本戦略

①人財への投資

②生産体制の維持

③付加価値生産性の向上

④海外建設市場における収益力の強化

⑤社会課題の解決による成長

　●３年後(2023年３月期)達成目標

・３年間の連結営業利益合計　　300億円

・連結営業利益率　　　　　　　６％以上

・連結純資産　　　　　　　　　700億円

・連結自己資本比率　　　　　　45％

・連結ＲＯＥ　　　　　　　　　10％以上
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2018年３月期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

自己資本比率（％） 30.7 36.8 41.3 43.1 50.2

時価ベースの自己資本

比率（％）
29.7 28.6 30.4 36.3 53.7

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
1.3 1.3 － － 0.3

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ（倍）
41.5 59.9 － － 231.2

(2）当期の財政状態の概況

① 資産、負債及び純資産の状況

　総資産は、受取手形・完成工事未収入金等の減少などから、前連結会計年度末に比べ133億70百万円減少し、1,355

億82百万円となりました。

　負債は、短期借入金の減少などから、前連結会計年度末に比べ173億95百万円減少し、656億82百万円となりまし

た。

　純資産は、期末配当の実施及び当期純利益の計上などから、前連結会計年度末に比べ40億24百万円増加し、698億

99百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の43.1％から50.2％となり、7.1ポイント上昇いたしました。

② キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少などから、222億87百万円の収入超過となりました。（前

期は65億48百万円の支出超過）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産・無形固定資産の取得による支出などから、11億９百万円の

支出超過となりました。（前期は９億61百万円の支出超過）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済、配当金の支払などから、74億62百万円の支出超過とな

りました。（前期は20億95百万円の支出超過）

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、304億85百万円となりました。(前期末残高は166

億70百万円)

キャッシュ・フロー指標の推移

※自己資本比率：自己資本（純資産－非支配株主持分）／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により計算しております。

③キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち短期借入金、長期借入金を対象としておりま

す。

また、利払は連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

④キャッシュ・フローがマイナスである場合は、当該年度の記載を省略しております。

(3）その他

　2022年3月22日、インフロニア・ホールディングス株式会社が当社株式に対する公開買付けを発表いたしまし

た。当社は、「建設市場の変化」と「労働市場の変化」という２つの大きな課題を解決し、持続的な企業価値の向

上を実現するためには、当社単独で対応するよりも、インフロニア・ホールディングスグループへの参画を通じ

て、グループ各社が協力して事業を推進する体制を構築することが最良であると考え、当該公開買付けに賛同する

意見表明をいたしました。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針

であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 16,770 30,585

受取手形・完成工事未収入金等 70,177 51,541

未成工事支出金 2,763 2,491

立替金 5,757 3,338

ＪＶ工事未収入金 10,296 5,503

その他 3,265 3,130

貸倒引当金 △12 △8

流動資産合計 109,018 96,583

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 13,331 13,428

機械、運搬具及び工具器具備品 25,611 25,576

土地 21,592 21,358

建設仮勘定 99 300

減価償却累計額 △28,300 △29,156

有形固定資産合計 32,334 31,508

無形固定資産 515 942

投資その他の資産

投資有価証券 2,561 2,732

繰延税金資産 2,971 2,243

退職給付に係る資産 190 254

その他 1,474 1,426

貸倒引当金 △114 △110

投資その他の資産合計 7,084 6,547

固定資産合計 39,934 38,998

資産合計 148,953 135,582

３．連結財務諸表及び主な注記

⑴ 連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 32,226 29,749

短期借入金 7,841 2,869

未払法人税等 3,275 266

未成工事受入金 13,126 8,629

預り金 2,754 2,653

未払消費税等 9,150 7,788

完成工事補償引当金 445 381

工事損失引当金 147 50

賞与引当金 1,011 979

その他 1,554 1,378

流動負債合計 71,532 54,747

固定負債

長期借入金 2,752 2,722

繰延税金負債 127 156

再評価に係る繰延税金負債 2,207 2,206

その他の引当金 85 85

退職給付に係る負債 5,807 5,202

その他 564 562

固定負債合計 11,544 10,935

負債合計 83,077 65,682

純資産の部

株主資本

資本金 14,049 14,049

資本剰余金 6,057 6,066

利益剰余金 41,419 44,931

自己株式 △178 △161

株主資本合計 61,348 64,886

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 538 661

繰延ヘッジ損益 － 0

土地再評価差額金 3,071 3,070

為替換算調整勘定 △19 0

退職給付に係る調整累計額 △670 △500

その他の包括利益累計額合計 2,920 3,233

非支配株主持分 1,606 1,780

純資産合計 65,875 69,899

負債純資産合計 148,953 135,582
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高

完成工事高 172,173 151,626

兼業事業売上高 802 898

売上高合計 172,976 152,524

売上原価

完成工事原価 149,423 133,091

兼業事業売上原価 326 391

売上原価合計 149,750 133,483

売上総利益

完成工事総利益 22,749 18,534

兼業事業総利益 476 506

売上総利益合計 23,225 19,040

販売費及び一般管理費 8,966 9,424

営業利益 14,259 9,616

営業外収益

受取利息 83 17

受取配当金 90 41

為替差益 82 159

その他 100 25

営業外収益合計 357 244

営業外費用

支払利息 140 96

事業再編関連費用 － 394

コミットメントフィー 272 36

その他 100 194

営業外費用合計 513 720

経常利益 14,103 9,139

特別利益

固定資産売却益 45 12

投資有価証券売却益 5 9

保険解約返戻金 － 14

その他 － 1

特別利益合計 51 37

特別損失

減損損失 521 230

固定資産売却損 1 14

固定資産除却損 30 12

投資有価証券売却損 107 0

その他 5 －

特別損失合計 665 258

税金等調整前当期純利益 13,489 8,918

法人税、住民税及び事業税 4,372 2,308

法人税等調整額 △241 617

法人税等合計 4,130 2,925

当期純利益 9,358 5,992

非支配株主に帰属する当期純利益 182 128

親会社株主に帰属する当期純利益 9,176 5,863

⑵ 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

当期純利益 9,358 5,992

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 147 126

繰延ヘッジ損益 △3 0

為替換算調整勘定 6 51

退職給付に係る調整額 481 205

その他の包括利益合計 632 383

包括利益 9,991 6,376

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 9,761 6,177

非支配株主に係る包括利益 229 198

連結包括利益計算書
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,049 6,057 34,007 △147 53,966

当期変動額

剰余金の配当 △1,414 △1,414

親会社株主に帰属する当期
純利益

9,176 9,176

自己株式の取得 △32 △32

自己株式の処分 1 1

土地再評価差額金の取崩 △349 △349

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 7,412 △30 7,381

当期末残高 14,049 6,057 41,419 △178 61,348

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 398 3 2,722 △22 △1,116 1,985 1,377 57,329

当期変動額

剰余金の配当 △1,414

親会社株主に帰属する当期
純利益

9,176

自己株式の取得 △32

自己株式の処分 1

土地再評価差額金の取崩 △349

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

140 △3 349 2 445 934 229 1,164

当期変動額合計 140 △3 349 2 445 934 229 8,546

当期末残高 538 － 3,071 △19 △670 2,920 1,606 65,875

⑶ 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,049 6,057 41,419 △178 61,348

会計方針の変更による累積
的影響額

5 5

会計方針の変更を反映した当
期首残高

14,049 6,057 41,424 △178 61,353

当期変動額

剰余金の配当 △2,358 △2,358

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,863 5,863

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 17 17

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減

8 8

土地再評価差額金の取崩 1 1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 8 3,506 16 3,532

当期末残高 14,049 6,066 44,931 △161 64,886

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 538 － 3,071 △19 △670 2,920 1,606 65,875

会計方針の変更による累積
的影響額

5

会計方針の変更を反映した当
期首残高

538 － 3,071 △19 △670 2,920 1,606 65,880

当期変動額

剰余金の配当 △2,358

親会社株主に帰属する当期
純利益

5,863

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 17

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減

8

土地再評価差額金の取崩 1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

122 0 △1 20 170 312 173 486

当期変動額合計 122 0 △1 20 170 312 173 4,019

当期末残高 661 0 3,070 0 △500 3,233 1,780 69,899

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 13,489 8,918

減価償却費 1,727 1,611

減損損失 521 230

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 △7

工事損失引当金の増減額（△は減少） 20 △97

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △64

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △222 △328

受取利息及び受取配当金 △174 △58

支払利息 140 96

投資有価証券売却損益（△は益） 101 △8

有形固定資産売却損益（△は益） △44 2

有形固定資産除却損 30 12

売上債権の増減額（△は増加） △20,183 19,511

未成工事支出金の増減額（△は増加） 2,316 △771

販売用不動産の増減額（△は増加） 72 174

未収入金の増減額（△は増加） 345 △52

ＪＶ工事未収入金の増減額（△は増加） △2,489 4,792

立替金の増減額（△は増加） △3,272 2,419

仕入債務の増減額（△は減少） △1,314 △2,519

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,274 △4,195

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,043 △1,463

預り金の増減額（△は減少） 413 △102

その他 △282 △478

小計 △3,505 27,620

利息及び配当金の受取額 174 58

利息の支払額 △140 △96

法人税等の支払額 △3,077 △5,295

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,548 22,287

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 △100

定期預金の払戻による収入 188 100

有価証券の取得による支出 △65 △52

有価証券の売却及び償還による収入 10 68

有形固定資産の取得による支出 △877 △597

有形固定資産の売却による収入 86 20

無形固定資産の取得による支出 △204 △577

投資有価証券の取得による支出 △2 △3

投資有価証券の売却による収入 31 31

貸付けによる支出 △40 △45

貸付金の回収による収入 14 49

その他 △2 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △961 △1,109

⑷ 連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △300 △5,000

長期借入れによる収入 1,682 1,707

長期借入金の返済による支出 △1,940 △1,710

リース債務の返済による支出 △92 △98

配当金の支払額 △1,414 △2,358

非支配株主への配当金の支払額 － △15

自己株式の売却による収入 0 12

自己株式の取得による支出 △32 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,095 △7,462

現金及び現金同等物に係る換算差額 94 99

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,510 13,814

現金及び現金同等物の期首残高 26,181 16,670

現金及び現金同等物の期末残高 16,670 30,485

- 12 -

東洋建設㈱（1890） 2022年３月期決算短信　　　



⑸ 連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

１　収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

工事契約に関して、従来は、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基準を適用

し、この要件を満たさない場合には工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度の期首より、一定

の期間にわたり充足される履行義務として充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間

にわたり認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積工事

原価総額に占める発生原価の割合によるインプット法にて算出し、進捗度の合理的な見積りができない工事に

ついては、原価回収基準を適用しております。ただし、工期のごく短い工事契約等については、完全に履行義

務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべ

ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項

また書き⑴に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての

契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利

益剰余金に加減しております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は

837百万円減少し、売上原価は823百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ

14百万円減少しております。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益

剰余金の期首残高は５百万円増加しております。

当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益へ

の影響は軽微です。

なお、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

２　時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる連結財務諸表に与える影響は軽微で

す。

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の拡大に関する影響

新型コロナウイルス感染症の拡大による工期や工事損益に及ぼす影響も加味した上で、会計上の見積りを行って

おりますが、当社グループ全体には重要な影響を及ぼすものではありません。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多いことから、今後の状況次第では

翌連結会計年度の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

連結
財務諸表
計上額
（注）２

国内
土木

国内
建築

海外
建設

不動産 計

売上高

外部顧客への売

上高
108,553 48,519 15,100 511 172,684 291 172,976 － 172,976

セグメント間の
内部売上高また
は振替高

－ 41 － 36 78 3 81 △81 －

計 108,553 48,561 15,100 548 172,763 294 173,057 △81 172,976

セグメント利益ま

たは損失（△）
11,548 2,926 △512 236 14,198 61 14,259 － 14,259

その他の項目

減価償却費 1,284 81 239 153 1,759 △31 1,727 － 1,727

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

したがって、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス及び地域別のセグメントから構成されており、「国

内土木事業」、「国内建築事業」、「海外建設事業」及び「不動産事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

「国内土木事業」、「国内建築事業」は、国内においてそれぞれ土木工事、建築工事の施工等を行っておりま

す。「海外建設事業」は、海外において土木工事、建築工事の施工等を行っております。「不動産事業」は、国

内において不動産の販売、賃貸等を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部売上高または振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ　前連結会計年度（自 2020年４月１日　 至 2021年３月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業及び物品の販

売・リース事業などを含んでおります。

２．セグメント利益または損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはし

ていないため記載しておりません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

連結
財務諸表
計上額
（注）２

国内
土木

国内
建築

海外
建設

不動産 計

売上高

一時点で移転さ

れる財またはサ

ービス

3,872 1,399 17 239 5,529 204 5,733 － 5,733

一定の期間にわ

たり移転される

財またはサービ

ス

85,186 42,186 18,963 － 146,336 － 146,336 － 146,336

顧客との契約か

ら生じる収益
89,058 43,586 18,981 239 151,865 204 152,069 － 152,069

その他の収益 － － － 436 436 17 454 － 454

外部顧客への売

上高
89,058 43,586 18,981 676 152,302 221 152,524 － 152,524

セグメント間の
内部売上高また
は振替高

－ 177 － 34 212 4 216 △216 －

計 89,058 43,764 18,981 711 152,515 225 152,740 △216 152,524

セグメント利益 6,037 1,599 1,665 282 9,585 31 9,616 － 9,616

その他の項目

減価償却費 1,258 83 159 146 1,647 △36 1,611 － 1,611

Ⅱ　当連結会計年度（自 2021年４月１日　 至 2022年３月31日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業及び物品の販

売・リース事業などを含んでおります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはし

ていないため記載しておりません。

４．会計方針の変更に記載した通り、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計方針を変更したため、事業セグメントの利益または損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「国内土木」の売上高は976百万円減少、セ

グメント利益は13百万円減少し、「国内建築」の売上高は138百万円増加、セグメント利益は０百万円減

少しております。

前連結会計年度
（自　2020年４月１日

至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

１株当たり純資産額 684円14銭 724円81銭

１株当たり当期純利益金額 97円65銭 62円40銭

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

２．役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。当該自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度403千株、当連結

会計年度396千株であり、このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は前連結会計年

度360千株、当連結会計年度353千株であります。
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前連結会計年度
  （2021年３月31日）

当連結会計年度
  （2022年３月31日）

１株当たり純資産額

　純資産の部の合計額（百万円） 65,875 69,899

　普通株式に係る期末の純資産額

 （百万円）
64,268 68,119

　差額の主な内訳（百万円）

   非支配株主持分 1,606 1,780

　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　期末の普通株式の数（千株）
93,941 93,981

前連結会計年度
（自　2020年４月１日

至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

　親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
9,176 5,863

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　当期純利益金額（千株）
9,176 5,863

　普通株式に係る期中平均株式数（千株） 93,967 93,974

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 12,453 24,217

受取手形 2,470 329

電子記録債権 1,549 1,408

完成工事未収入金 63,513 47,325

有価証券 68 52

未成工事支出金 2,617 2,378

ＪＶ工事未収入金 10,466 5,492

立替金 5,840 3,371

その他 2,255 2,324

貸倒引当金 △13 △8

流動資産合計 101,223 86,892

固定資産

有形固定資産

建物 9,294 9,361

減価償却累計額 △5,739 △5,951

建物（純額） 3,554 3,409

構築物 2,448 2,474

減価償却累計額 △2,147 △2,177

構築物（純額） 300 297

機械及び装置 5,199 5,080

減価償却累計額 △4,583 △4,537

機械及び装置（純額） 615 542

船舶 10,562 10,621

減価償却累計額 △7,111 △7,534

船舶（純額） 3,451 3,086

車両運搬具 133 120

減価償却累計額 △100 △94

車両運搬具（純額） 33 25

工具、器具及び備品 1,774 1,919

減価償却累計額 △1,400 △1,503

工具、器具及び備品（純額） 373 415

土地 19,997 19,761

リース資産 580 522

減価償却累計額 △306 △259

リース資産（純額） 274 262

建設仮勘定 99 300

有形固定資産合計 28,699 28,103

４．個別財務諸表

⑴ 貸借対照表
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 81 860

リース資産 6 4

その他 413 62

無形固定資産合計 500 927

投資その他の資産

投資有価証券 1,983 2,012

関係会社株式 1,491 1,596

従業員に対する長期貸付金 14 7

関係会社長期貸付金 1,066 924

破産更生債権等 66 64

長期前払費用 6 2

前払年金費用 － 64

繰延税金資産 2,234 1,571

その他 1,029 1,055

貸倒引当金 △113 △109

投資その他の資産合計 7,779 7,190

固定資産合計 36,979 36,222

資産合計 138,202 123,115

負債の部

流動負債

支払手形 5,932 2,611

電子記録債務 8,887 8,411

工事未払金 15,191 16,183

短期借入金 7,722 2,586

リース債務 90 84

未払法人税等 2,990 79

未払消費税等 8,936 7,459

未成工事受入金 12,717 7,570

預り金 2,712 2,493

完成工事補償引当金 408 370

工事損失引当金 146 50

賞与引当金 880 859

その他 1,383 1,294

流動負債合計 68,000 50,053

固定負債

長期借入金 2,649 2,702

リース債務 212 205

再評価に係る繰延税金負債 2,207 2,206

退職給付引当金 4,398 4,050

その他の引当金 51 72

資産除去債務 22 22

その他 283 295

固定負債合計 9,824 9,555

負債合計 77,825 59,609
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,049 14,049

資本剰余金

資本準備金 5,840 5,840

資本剰余金合計 5,840 5,840

利益剰余金

利益準備金 195 195

その他利益剰余金

別途積立金 3,000 3,000

繰越利益剰余金 33,973 37,046

利益剰余金合計 37,169 40,241

自己株式 △178 △161

株主資本合計 56,881 59,971

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 424 463

繰延ヘッジ損益 － 0

土地再評価差額金 3,071 3,070

評価・換算差額等合計 3,496 3,534

純資産合計 60,377 63,505

負債純資産合計 138,202 123,115
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高

完成工事高 154,304 135,913

不動産事業売上高 494 657

売上高合計 154,798 136,570

売上原価

完成工事原価 133,963 119,719

不動産事業売上原価 279 418

売上原価合計 134,242 120,137

売上総利益

完成工事総利益 20,340 16,194

不動産事業総利益 215 238

売上総利益合計 20,555 16,433

販売費及び一般管理費

役員報酬 276 245

従業員給料手当 3,017 3,094

退職給付費用 222 214

法定福利費 449 464

福利厚生費 245 292

修繕維持費 12 7

事務用品費 75 62

通信交通費 217 251

動力用水光熱費 21 22

研究開発費 662 967

調査研究費 107 131

広告宣伝費 59 79

貸倒引当金繰入額 33 △4

交際費 142 198

寄付金 34 28

地代家賃 467 498

減価償却費 52 45

租税公課 491 365

保険料 20 19

雑費 961 982

販売費及び一般管理費合計 7,571 7,969

営業利益 12,983 8,463

⑵ 損益計算書
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業外収益

受取利息 49 22

受取配当金 140 138

為替差益 81 152

その他 23 22

営業外収益合計 295 335

営業外費用

支払利息 133 87

事業再編関連費用 － 394

コミットメントフィー 272 36

その他 39 54

営業外費用合計 446 572

経常利益 12,832 8,226

特別利益

固定資産売却益 5 6

投資有価証券売却益 － 9

その他 － 1

特別利益合計 5 16

特別損失

減損損失 521 230

固定資産売却損 1 13

固定資産除却損 19 9

投資有価証券売却損 96 －

その他 2 －

特別損失合計 641 254

税引前当期純利益 12,196 7,989

法人税、住民税及び事業税 3,946 1,922

法人税等調整額 △237 642

法人税等合計 3,708 2,565

当期純利益 8,487 5,423
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 27,250 30,446 △147 50,188

当期変動額

剰余金の配当 △1,414 △1,414 △1,414

当期純利益 8,487 8,487 8,487

土地再評価差額金の取崩 △349 △349 △349

自己株式の取得 △32 △32

自己株式の処分 1 1

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 6,723 6,723 △30 6,693

当期末残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 33,973 37,169 △178 56,881

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 358 3 2,722 3,084 53,272

当期変動額

剰余金の配当 △1,414

当期純利益 8,487

土地再評価差額金の取崩 △349

自己株式の取得 △32

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

65 △3 349 411 411

当期変動額合計 65 △3 349 411 7,104

当期末残高 424 － 3,071 3,496 60,377

⑶ 株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 33,973 37,169 △178 56,881

会計方針の変更による
累積的影響額

5 5 5

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

14,049 5,840 5,840 195 3,000 33,979 37,174 △178 56,887

当期変動額

剰余金の配当 △2,358 △2,358 △2,358

当期純利益 5,423 5,423 5,423

土地再評価差額金の取崩 1 1 1

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 17 17

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 3,067 3,067 16 3,084

当期末残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 37,046 40,241 △161 59,971

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 424 － 3,071 3,496 60,377

会計方針の変更による
累積的影響額

5

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

424 － 3,071 3,496 60,383

当期変動額

剰余金の配当 △2,358

当期純利益 5,423

土地再評価差額金の取崩 1

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 17

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

39 0 △1 38 38

当期変動額合計 39 0 △1 38 3,122

当期末残高 463 0 3,070 3,534 63,505

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

- 23 -

東洋建設㈱（1890） 2022年３月期決算短信　　　



５．その他

(1) 役員の異動

① 代表取締役の異動

該当事項はありません。

② 取締役の異動

＜新任取締役候補＞

取締役　常務執行役員　　佐藤 　護（現 常務執行役員経営管理本部副本部長兼総務部長兼秘書部長）

取締役※ 藤谷 泰之

※ 会社法第2条第15号に規定する社外取締役

＜退任予定取締役＞

取締役　執行役員副社長　川述 正和

※ 取締役を退任し、顧問に就任予定

③ 監査役の異動

＜新任監査役候補＞

監査役（非常勤）※ 保田 志穂（現 桜田通り総合法律事務所 弁護士）

※ 会社法第2条第16号に規定する社外監査役

④ 異動予定日 2022年６月24日
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(2) 2022年３月期の個別受注高・売上高・繰越高

（工種別） 

①受注高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31）  対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

国内 

海上土木 58,759 37.3 45,153 27.3 △23.2

陸上土木 43,749 27.7 21,085 12.8 △51.8

建    築 54,585 34.6 66,528 40.3 21.9 

計 157,095 99.6 132,767 80.4 △15.5

海外 

海上土木 475 0.3 30,464 18.5 ― 

陸上土木 50 0.0 1,826 1.1 ― 

建    築 99 0.1 57 0.0 △41.9

計 625 0.4 32,348 19.6 ― 

全社 

海上土木 59,235 37.5 75,617 45.8 27.7 

陸上土木 43,799 27.8 22,912 13.9 △47.7

建    築 54,685 34.7 66,586 40.3 21.8 

計 157,721 100.0 165,115 100.0 4.7 

不動産事業 494 657 32.8 

合計 158,215 165,772 4.8 

②売上高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31） 対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

国内 

海上土木 56,984 36.9 51,938 38.2 △8.9

陸上土木 40,756 26.4 27,684 20.4 △32.1

建    築 47,474 30.8 42,769 31.5 △9.9

計 145,215 94.1 122,392 90.1 △15.7

海外 

海上土木 7,039 4.5 10,438 7.7 48.3 

陸上土木 1,949 1.3 3,025 2.2 55.2 

建    築 99 0.1 57 0.0 △41.9

計 9,089 5.9 13,521 9.9 48.8 

全社 

海上土木 64,023 41.5 62,376 45.9 △2.6

陸上土木 42,706 27.7 30,709 22.6 △28.1

建    築 47,574 30.8 42,827 31.5 △10.0

計 154,304 100.0 135,913 100.0 △11.9

不動産事業 494 657 32.8 

合計 154,798 136,570 △11.8
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③繰越高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31） 対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

国内 

海上土木 29,494 23.3 22,239 14.3 △24.6

陸上土木 31,113 24.5 23,931 15.4 △23.1

建    築 57,579 45.4 81,338 52.5 41.3

計 118,187 93.2 127,509 82.2 7.9 

海外 

海上土木 6,580 5.2 26,702 17.2 305.8 

陸上土木 2,050 1.6 851 0.5 △58.5

建    築 ― 0.0 ― 0.0 ―

計 8,631 6.8 27,554 17.8 219.2 

全社 

海上土木 36,075 28.4 48,942 31.5 35.7 

陸上土木 33,163 26.2 24,782 16.0 △25.3

建    築 57,579 45.4 81,338 52.5 41.3

計 126,818 100.0 155,063 100.0 22.3 

不動産事業 ― ― ― 

合計 126,818 155,063 22.3 
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   （施主別） 

①受注高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31） 対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

土木 

国内官庁 77,419 49.1 51,101 30.9 △34.0

国内民間 25,090 15.9 15,137 9.2 △39.7

海  外 526 0.3 32,290 19.6 ― 

計 103,035 65.3 98,529 59.7 △4.4

建築 

国内官庁 6,917 4.4 12,567 7.6 81.7 

国内民間 47,668 30.2 53,960 32.7 13.2 

海  外 99 0.1 57 0.0 △41.9

計 54,685 34.7 66,586 40.3 21.8 

合計 

国内官庁 84,336 53.5 63,669 38.6 △24.5

国内民間 72,758 46.1 69,097 41.8 △5.0

海  外 625 0.4 32,348 19.6 ― 

計 157,721 100.0 165,115 100.0 4.7 

不動産事業 494 657 32.8 

合計 158,215 165,772 4.8 

②売上高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31） 対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

土木 

国内官庁 77,198 50.1 61,239 45.1 △20.7

国内民間 20,542 13.3 18,383 13.5 △10.5

海  外 8,989 5.8 13,463 9.9 49.8

計 106,730 69.2 93,086 68.5 △12.8

建築 

国内官庁 3,249 2.1 5,043 3.7 55.2 

国内民間 44,224 28.6 37,725 27.8 △14.7

海  外 99 0.1 57 0.0 △41.9

計 47,574 30.8 42,827 31.5 △10.0

合計 

国内官庁 80,447 52.1 66,283 48.8 △17.6

国内民間 64,767 42.0 56,108 41.3 △13.4

海  外 9,089 5.9 13,521 9.9 48.8

計 154,304 100.0 135,913 100.0 △11.9

不動産事業 494 657 32.8 

合計 154,798 136,570 △11.8
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③繰越高

区  分 
前期（2020.4.1～2021.3.31） 当期（2021.4.1～2022.3.31） 対前期増減率 

（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

建設事業 

土木 

国内官庁 45,448 35.8 34,258 22.0 △24.6

国内民間 15,159 12.0 11,913 7.7 △21.4

海  外 8,631 6.8 27,554 17.8 219.2 

計 69,239 54.6 73,725 47.5 6.5 

建築 

国内官庁 6,363 5.0 13,887 9.0 118.2 

国内民間 51,215 40.4 67,450 43.5 31.7 

海  外 ― 0.0 ― 0.0 ― 

計 57,579 45.4 81,338 52.5 41.3 

合計 

国内官庁 51,811 40.9 48,145 31.0 △7.1

国内民間 66,375 52.3 79,364 51.2 19.6

海  外 8,631 6.8 27,554 17.8 219.2

計 126,818 100.0 155,063 100.0 22.3 

不動産事業 ― ― ― 

合計 126,818 155,063 22.3 

(3) 2023年３月期の個別建設受注高の予想

建設事業 
通  期 

金額（百万円） ％ 

2023年３月期予想 

国内土木 102,800 55.2 

国内建築 60,000 △9.8

海外建設 9,000 △72.2

合  計 171,800 4.0 

2022年３月期実績 

国内土木 66,239 △35.4

国内建築 66,528 21.9 

海外建設 32,348 ― 

合  計 165,115 4.7 

（注）①％表示は、対前期増減率です。 

②増減率が1,000％を超える場合は、記載を書略しております。

③不動産事業は含まれておりません。



２０２２年３月期 決算短信補足資料

２０２２年５月１２日

１．主要な経営指標の推移（連結）

-1-
※ １億円未満切捨て

損益計算書関係 （単位：億円） 貸借対照表関係 （単位：億円）

中期計画 年度計画 修正予想*1 実績 対年度計画
進捗率

売上高 1,748 1,729 1,800 1,700 1,522 1,525 90% 総資産額 1,355 1,489 1,355
完成工事高 1,741 1,721 1,793 1,690 1,516 90% 純資産額 573 658 698

国内土木 941 1,085 973 998 890 89% 主要な業績指標
国内建築 563 485 585 496 435 88% 1株当り純資産額（円） 595.12 684.14 724.81
海       外 237 151 235 196 189 97% 1株当り当期純利益(円) 61.31 97.65 62.40

兼業事業売上高 6 8 7 10 8 90% ＲＯＥ*2 10.7% 15.3% 8.9%
売上総利益 181 232 189 192 190 99% 配当性向 24.5% 25.6% 32.1%

完成工事利益 176 227 185 188 185 99% キャッシュ・フロー計算書関係 （単位：億円）

国内土木 104 178 118 131 125 96% 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2 △ 65 222
国内建築 56 46 48 40 32 81% 投資活動によるキャッシュ･フロー △ 29 △ 9 △ 11
海      外 15 2 19 17 27 160% 財務活動によるキャッシュ･フロー △ 26 △ 20 △ 74

兼業事業売上総利益 4 4 4 4 5 127% 現金及び現金同等物の期末残高 261 166 304
営業利益 92 142 91 92 89 96 105% *1 2022年3月22日発表の業績予想修正値

経常利益 91 141 90 91 88 91 100% *2 分⺟は非⽀配株主持分を除く期⾸と期末の純資産額の平均値

親会社株主に帰属する当期純利益 57 91 59 60 59 58 98%

2020/3
実績

2021/3
実績

2022/3
実績

2020/3
実績

2021/3
実績

2022/3月期
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２．主要な経営指標の推移（個別）

※ １億円未満切捨て

損益計算書関係 （単位：億円） 貸借対照表関係 （単位：億円）

中期計画 年度計画 修正予想*1 実績 対年度計画
進捗率

受注高(不動産事業含まず) 1,182 1,582 1,650 1,890 1,640 1,651 87% 総資産額 1,225 1,382 1,231
売上高 1,566 1,547 1,655 1,525 1,376 1,365 90% 純資産額 532 603 635

完成工事高 1,563 1,543 1,650 1,520 1,359 89%
国内土木 871 977 900 920 796 87%
国内建築 551 474 580 480 427 89% 主要な業績指標
海      外 140 90 170 120 135 113% 1株当り純資産（円） 566.63 642.72 675.72

不動産事業売上高 3 4 5 5 6 131% 1株当り当期純利益(円) 60.22 90.32 57.72
売上総利益 155 205 162 165 164 100% ＲＯＥ*2 11.1% 14.9% 8.8%

完成工事総利益 154 203 160 163 161 99% 1株当り配当額（円）*3 15 25 20

国内土木 93 161 103 116 107 93% 配当性向*3 24.9% 27.7% 34.7%

国内建築 55 45 46 39 32 83%
海      外 5 △ 3 11 8 21 269% *1 2022年3月22日発表の業績予想の修正値。但し、受注高は2022年2月8日発表の数値

不動産事業売上総利益 1 2 2 2 2 119% *2 分⺟は非⽀配株主持分を除く期⾸と期末の純資産額の平均値

営業利益 82 129 80 81 80 84 104%
経常利益 84 128 80 81 81 82 102%
当期純利益 56 84 54 56 56 54 97%

2020/3
実績

2021/3
実績

2020/3
実績

2021/3
実績

2022/3
実績

2022/3月期
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売上高

完成工事利益率（個別）営業利益・営業利益率

３．売上高・営業利益・完成工事利益率の推移

完成工事利益率（連結）

※ １億円未満切捨て

(億円)

(億円)

10.2%

13.2%

12.2%
11.1%

16.4%

14.1%

10.0% 9.6% 7.5%

6.5%

1.9%

14.3%

0%

6%

12%

18%

2020/3 2021/3 2022/3

全体

国内土木

国内建築

海外

9.9%

13.2%

11.9%
10.7%

16.5%
13.6%

10.0% 9.6%
7.6%

4.0%

△ 4.2%

15.9%

△ 6%
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12%
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2020/3 2021/3 2022/3

全体

国内土木

国内建築

海外

0
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1,566 1,547 1,365 
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159 

1,748 1,729 1,525 

連結子会社
東洋個別
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84 
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5.3%

8.2%

6.3%

5.3%
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9%

0
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４．2022年3月期 受注・完成工事高の状況（個別）

受注高

完成工事高

※ 上記には不動産事業を含んでおりません
※ １億円未満切捨て

主な受注工事

主な完成工事

（仮称）高浜町立認定こども園新築工事（福井県）
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1,000

1,500

2,000

2020/3 2021/3 2022/3

599 569 519

271 407 276

551 474 
427

140 90 
135

1,563 1,543 1,359 

海外

国内建築

国内陸上土木

国内海上土木

（億円）

発注者 工事名

株式会社三和ドック 株式会社三和ドック海上埋立工事
国土交通省関東地方整備局 Ｒ３荒川中堤北葛⻄⼀丁目地区護岸改築工事

日揮株式会社
仙台港バイオマスパワー発電所建設プロジェクト
土木基礎工事（燃料受入設備エリア）

東京都 令和３年度新海⾯処分場Ｄブロック⻄側護岸遮⽔・裏埋工事
国土交通省近畿地方整備局 舞鶴港和⽥地区岸壁（−12m）地盤改良工事（第２工区）
国土交通省中国地方整備局 ⽔島港⽔島⽟島地区航路（−12ｍ）浚渫工事
国土交通省関東地方整備局 令和３年度 ⿅島港外港地区航路・泊地（−12ｍ）浚渫工事
株式会社日本エスコン 岐阜県羽島市物流施設開発PJ
霧島市 （仮称）霧島市クリーンセンター整備・運営事業建設工事

センコーグループホールディングス株式会社
（仮称）センコーグループホールディングス㈱
金沢第2ＰＤセンター新築工事

SMFLみらいパートナーズ株式会社 （仮称）テクノロジス幕張新築工事
枚方京⽥辺環境施設組合 可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業 建設工事
CapitaRetail NS特定目的会社 （仮称）彩都6−2街区物流センター新築計画
三菱地所レジデンス株式会社 台東区谷中3丁目23計画新築工事

土

木

建

築

FY2020  Jetty superstructure work 

(No. 2) for east quay (-15m) of 

Tobishima pier in Nagoya port
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179 
437 
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474 

545 
665 

18
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3231,179 

1,577 1,651 
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国内陸上土木

国内海上土木

（億円）
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５．2023年3月期業績予想

受注実績・見込み（個別）

売上総利益率予想

※ １億円未満切捨て

（単位：億円）
2022/3

実績
中期経
営計画

2023/3
計画

前年度
増減

2022/3
実績

中期経
営計画

2023/3
計画

前年度
増減

1,525 1,770 1,820 294 1,365 1,605 1,625 259
完成工事高 1,516 1,762 1,813 296 1,359 1,600 1,621 261

国内土木 890 986 911 20 796 900 840 43
国内建築 435 584 662 226 427 580 650 222
海  外 189 192 240 50 135 120 131 △ 5

兼業事業売上高 8 8 7 △ 1 6 5 4 △ 3
190 226 203 12 164 193 175 11

完成工事総利益 185 220 199 13 161 191 173 11
国内土木 125 141 132 6 107 124 119 11
国内建築 32 56 48 15 32 54 46 14
海  外 27 22 19 △ 9 21 13 8 △ 14

兼業事業総利益 5 5 4 △ 1 2 2 1 △ 1
94 97 106 11 79 82 90 10
96 128 97 0 84 112 85 0

国内土木 60 75 56 △ 4 50 65 51 1
国内建築 15 38 30 14 16 37 30 13
海  外 16 12 7 △ 10 15 8 2 △ 14
兼業事業 3 3 2 △ 2 2 2 1 △ 1

営業利益率 6.3% 7.2% 5.3% △ 1.0% 6.2% 7.0% 5.2% △ 1.0%

91 126 96 4 82 112 85 2
58 83 65 6 54 76 60 5

8.9% 11.8% 9.1% 0.2% 8.8% − 9.0% 0.2%

経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益

ＲＯＥ

連結 個別

売上高

売上総利益

一般管理費
営業利益

2022/3
実績

中期経営
計画

2023/3
計画

2022/3
実績

中期経営
計画

2023/3
計画

12.5% 12.7% 11.2% 12.0% 12.0% 10.8%

完成工事総利益率 12.2% 12.4% 11.0% 11.9% 11.9% 10.7%

国内土木 14.1% 14.3% 14.5% 13.6% 13.8% 14.2%

国内建築 7.5% 9.6% 7.3% 7.6% 9.3% 7.2%

海  外 14.3% 11.5% 7.9% 15.9% 10.8% 6.3%
兼業事業売上総利益率 56.4% 62.5% 57.1% 36.3% 40.0% 42.5%

売上総利益率

連結 個別

2022/3
実績

中期経営
計画

2023/3
計画

前年度
増減

1,651 1,695 1,718 65

国内土木 662 885 1,028 366

海上 451 - 642 190

陸上 210 - 385 174

国内建築 665 600 600 △ 65

海  外 323 210 90 △ 235

（単位：億円）

受注高
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